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社会保障委員会（2021・2022年度）
委員長／日色 保

子どもたちは、社会における最も重要なステークホルダーである。しかし、日本
の子どもの相対的貧困率は13.5％にも達し、親世代の経済的制約により、
子ども世代も貧困に陥る「貧困の再生産」が生じている。こども政策にかかる
議論が加速する中、子どもの貧困問題に対し、経営者・企業ができること、
今後、経済同友会が果たしていきたい役割について、日色保委員長が語った。

>>委員長メッセージ

深刻化する子どもの貧困問題に対し深刻化する子どもの貧困問題に対し
ステークホルダーが一体となりステークホルダーが一体となり
活動する機運の醸成を活動する機運の醸成を

日々の生活や食事を心配しながら
進路に悩む高校生への支援強化を

子どもの貧困の深刻さについて、初
めて目の当たりにすることや学ぶこと
が非常に多くありました。最も印象深
かったことは、支援現場の見学と、NPO
から支援を受ける高校生へのアンケー
ト調査を通じて、直接、子どもたちの
声を聞いたことです。子どもたちから
は「大学受験をしたいが、受験費用、宿
泊費が払えるだろうか」、「金銭的な心
配、生活・食事の心配をしなくても過
ごせるようにしてほしい」、「貧富の差で
教育の機会が失われないような社会で
あってほしい」という切実な訴えが多く
寄せられました。　
昨年５月に公表した提言でも「高校
生の『壁』」として述べた通り、中学生
以前と高校生以降では、義務教育を終
えることにより、市区町村の支援の枠
組みから漏れてしまうという公的支援
の「壁」が存在します。キャリアパスの
多様性が乏しい日本では、いったん高
校を中退してしまうと、再び教育を受
ける機会や就労の選択肢が制約されや

すい現実もあり、高校生の貧困が、貧
困の連鎖からの脱出を阻む大きな要因
になっており、高校生への支援強化の
必要性を強く感じています。
こうした問題意識の下、本会と困窮
家庭の子どもを支援するNPOとの共催
で、「経営者によるキャリア講座」を開催
しました。困窮家庭の子どもは、親や
教師以外の大人と接する機会が少な
く、職業生活の実際、仕事のやりがい
や意義などを想像することが難しいと
いわれています。経営者との交流は、
大いに刺激になったようです。今後も
継続したい取り組みの一つです。

社会的課題の解決に向け、あらゆる
ステークホルダーが協働する時代へ

子どもの貧困支援にかかわる、さま
ざまなステークホルダーの方々に話を
お伺いする中で、関係者間における連
携強化の重要性も実感しました。行政、
学校、NPOなどの各現場では、課題解
決に向け、日々懸命に努力を重ねてい
る一方、それぞれの立場による制約が
あり、他への働き掛けがうまく機能せ
ず、バラバラに支援が行われている状

況にあることも分かりました。その意
味でも、2023年４月に設置される「こど
も家庭庁」が果たすべき役割は非常に
大きく、司令塔組織として、円滑な連
携体制の構築にリーダーシップを発揮
いただきたいと思います。
また、企業に対しては、さらなる支援
参画への期待が高まっています。企業
ができることを考える上では、経営者
自身が社会的課題を自分たちの問題と
して捉え、認識をすることが初めの一
歩となります。さらに、企業が効果的
かつ効率的な支援活動を行うには、支
援の最前線に立つNPOとの中長期的な
協業関係の構築が鍵になると考えます。
ひと昔前までは、NPOは小規模かつ手
弁当で支援に取り組んでいるイメージ
があったと思いますが、現在では政策
提言を行う団体も現れ始めており、企
業が連携して課題解決に取り組むパート
ナーとして、非常に頼もしい存在です。
社会的課題について、行政のみに支
援策を要望する、一企業が単独で支援
を行う時代から、あらゆるステークホ
ルダーが連携して取り組むことが求め
られる時代となっています。点と点の

  （インタビューは２月７日に実施）
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活動が、線や面でつながることで、社
会全体で支援に取り組む機運の醸成を
図っていくことが重要です。

子どもにかかる問題の解決に向けて、
本会も継続的にアクションを

企業が自社における取り組みを検討
する際は、すでに具体的な成果を上げ
ている企業・団体からノウハウや手法
を学ぶことも一助になると考えます。
例えば、金融業界では協働するNPOを
アセスメントする手法が取り入れられ
ています。他にも、企業からNPOへと
人材を「留職」させるプログラムを実践
する企業の事例もあります。
困窮家庭の子どもたちへの支援は、
救貧ではなく未来への投資だと考えま
す。本会としても引き続き、子どもた
ちの将来の選択肢を増やすための活動、
具体的には、NPOと協働した政策提言、
キャリア講座の開催、NPOと企業の人
的交流の推進などに取り組んでいきた
いと思います。これにより、子どもた
ち一人ひとりの幸せを実現するととも
に、われわれの未来をより幸福で豊か
なものにしていきたいと思います。

本会では、2022年５月、子どもの貧困対
策に関する提言を発表。困難を抱える全ての
子どもの早期発見、包括的な支援提供には、
行政、学校、NPOなどの関係機関の円滑な連
携が不可欠とし、こども家庭庁に対する政策
と、経営者・企業が実践すべき取り組みをま
とめた。本書では、提言公表後の一連の活動

における成果・学びを報告する。その上で、こ
ども政策は、われわれの社会の未来を左右す
る最重要課題であるとして、子どもにかかる
問題を、本会が優先的に取り組むべき課題と
して位置付け、解決に向けて、今後、本会が
果たしていきたい三つの具体的な役割を提案
する。

（１）�子どもの貧困の現状と課題に関するス
テークホルダーとの認識共有

・�2022年８月、「こどもの未来ラウンドテー
ブル」を開催�。
・�2022年12月、「こども政策担当大臣と経
済界・労働界との意見交換会」に参加。「こ
ども大綱」に提言を反映させるべく、提言
の概要を説明した。
・�（今後に向けた示唆）こども政策にかかる議
論の要所において機動的な意見発信による、
政府への働き掛けを行うべき。

（２）支援の最前線に立つNPOとの協働
・�本会・子どもの貧困を支援するNPO共催
「キャリア講座」開催（全３回）
・�（今後に向けた示唆）社会的課題の解決に対
し、NPOにおける企業の人的リソース活用
といった、より意義深い交流実現に向けて
は、双方のベネフィットが満たされる互恵
関係の構築が必要。
・�子どもの貧困問題を含む、社会的課題の解
決に向けては、NPOを支援するNPOであ
る、中間支援組織の育成・強化が必要。

（１）ひとり親世帯の子育てへのサポート
・�ひとり親世帯、特に母子世帯における相対
的貧困率が高いことを踏まえ、シングルマ
ザーの勤労機会の拡大および養育費不払い
問題を解決すべき。

（２）子どもの機会を狭めない制度設計推進
・�こども家庭庁には、教育にかかる公的な支
援が高校生以上に至るまで、継ぎ目なく及
ぶような制度整備に向けたリーダーシップ
の発揮を求めたい。

（１）子どもにかかる実効的な政策提言
①総合的かつ包括的なこども政策検討
・�少子化対策と、生まれてきた全ての子ども
たちが将来に夢と希望を持ち、その能力を
存分に発揮するための環境整備を両輪に、
包括的な検討・アクションに取り組むべき。
②�NPOと協働した子どもの貧困問題にかかる
実効的な政策提言

・�現場の実情、具体的な課題やニーズを知る
NPOの知見と、本会の社会に対する発信力
を掛け合わせることにより、実効性のある
政策をタイムリーに発信できると考え、共
同での政策提言を提案。

（２）ステークホルダーへのアクション喚起
・�本会が培ってきたネットワークを活かし、
さらに、政策当局、各政党、行政当事者へ
の働き掛けを強化することで、提言の実現
を推進すべき。

（３）一人ひとりの子どもに寄り添う支援
①�子どもたちが「生きる力」を育み、学びを得
るキャリア講座の実施
・�「学校と経営者の交流活動推進委員会」で
蓄積したノウハウを活用し、本委員会が、
NPOと共催した「キャリア講座」を、本会の
2023年度事業においても継続することを
提案。
②NPOと企業の人的交流の推進
・�経営者や企業によるNPOへの能動的なアク
ション（資金・物資・人的資本の提供など）
喚起に向けて、まずは、経営者自身が問題
を認知することが初めの一歩。
・�本会会員・会員所属企業の社員とNPOとの
交流機会を提供するなど、子どもにかかる
問題の認知、理解、共感の醸成に継続的に
取り組むことを提案。

Ⅰ　提言実現に向けた、“Do�Tank”としてのアクション実行

Ⅱ　貧困の再生産を防ぐための施策の検討

Ⅲ　経済同友会が果たしていきたい三つの役割の提案

詳しくはコチラ

報告書概要（２月20日発表）

将来の選択肢に制約のない社会を
～子どもの貧困問題に関する活動と今後に向けた３つの提案～


